連結納税制度に関する一考察 : 課税単位の拡張に伴う問題に焦点を当てて by 瀬口 徹
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必要 任意選択 任意選択 任意選択
制度適用の選択 任意選択 任意選択 任意選択 任意選択
連結範囲内の企業
の会計年度統一 要 要 不要 不要
連結範囲内の企業




























































































































































































































































































































































































































































































































































































 42　　号　（ 2 ）
論　　説（　　）61
　（土地原価）　１億　　（土　　地）　１億
　（譲渡損益調整損）　４億　　（譲渡損益調整勘定）　４億
・課税所得
　（土地収益　５億）－（土地原価　１億）－（譲渡損益調整損　４億）＝０億
　※X会社への寄附金は全額損金不算入
・課税所得
　 （X会社が F会社に当該土地を転売した事業年度終了の日の属する事業
年度）
　 繰り延べていた譲渡損益調整資産に係る譲渡利益額４億円が戻入れと
なり、課税所得となる。
② X会社
・M会社との取引
　（土　　地）　５億　　（現金預金）　２億
　　　　　　　　　　　（受 贈 益）　３億
・F会社との取引
　（現金預金）　５億　　（土地収益）　５億
　（寄 附 金）　２億　　（現金預金）　２億
　（土地原価）　５億　　（土　　地）　５億
・課税所得
　（土地収益　５億）－（土地原価　５億）＝０億
　※ M会社からの受贈益は全額益金不算入、F会社への寄附金は全額損
金不算入
③ F会社
・X会社との取引
　（土　　地）　５億　　（現金預金）　３億
　　　　　　　　　　　（受 贈 益）　２億
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　（ 1 ）　42　　号
（　　）62
・第三者との取引
　（現金預金）　５億　　（土地収益）　５億
　（土地原価）　５億　　（土　　地）　５億
・課税所得
　（土地収益　５億）－（土地原価　５億）＝０億
　※X会社からの受贈益は全額益金不算入
④グループ合計
・課税所得
　（M会社　０億）＋（X会社　０億）＋（F会社　０億）＝０億
　※翌年度以降に、M会社に対して４億円の課税がなされる。
　以上のように、連結納税制度およびグループ法人税制の適用によって、
完全支配関係にある法人間における寄附金または受贈益について、損金不
算入または益金不算入となることから、法人間での二重課税が排除される
ようになった。また、資産の譲渡損益についても、いったんは繰り延べら
れるが、譲渡を受けた法人で転売等が行われると、もともと譲渡損益調整
資産を有していた法人（事例のM会社）で譲渡損益が実現して課税が行わ
れるようになっている。このように、平成22年度税制改正においてグルー
プ法人税制が導入されたことにより、完全支配関係にある法人間での所得
移転を防止するとともに、従来から問題点とされていた法人間での二重課
税問題については、一応の解決をみたといえる43）。
 （以下、次号につづく）
43）藤曲武美「無償取引と寄附金課税」税務弘報61巻13号（2013年）　158頁
